
1 
1－1 総合的・重点的施策の推進
) 流域圏づくりの推進

最近、安全でおいしい水や親水空間へのニーズ

の高まりが見られ、全国各地で河川の環境保全や

上下流の交流・連携に取り組む事例が盛んになっ

ています。また、河川法で河川環境の保全と整備

が目的として明示されるなど、行政の側にもこう

した動きに対応した変化が見られるようになって

います。

三重県内には、七つの一級河川をはじめとする

河川があり、それぞれ産業や生活に役立つ利用が

なされるとともに、様々な問題を抱えています。

河川を軸とした面的な地域を「流域圏」として捉

え、山から海に至るまでを一体的にみた施策の推

進を図ることが求められています。

平成９（1997）年度から流域圏づくりのモデ

ル事業として、宮川流域ルネッサンス事業に取り

組んでいます。有識者によるルネッサンス委員会

での議論や流域住民との地域懇談会を経て、平成

10（1998）年２月に事業推進の理念を示す宮川

流域ルネッサンス・ビジョンを策定し、12月には、

2010年を目標年度とした基本計画を策定しまし

た。

平成12（2000）年度には流域内に事務所を設

置するとともに、協働の組織である宮川流域ルネ

ッサンス協議会も結成されるなど、流域での活動

が活発化しつつあり平成15（2003）年３月には

「動きだす清流」第２次実施計画、平成16（2004）

年４月には「宮川流域エコミュージアム推進計画」

を協議会と県で策定し、地域主導の取り組みをす

すめました。

また、宮川流域以外の流域についても流域圏づ

くりの波及を進めていきたいと考えています。

* 日本まんなか共和国（福井・岐阜・三重・滋賀）

連携の実施

日本のまんなかに位置する４県が、交流・連携

により環境重視の地域づくりをめざし、次の取組

みを進めました。

（主なもの）

・子ども環境会議の開催（福井県）

・４県の試験研究機関による共同研究（平成13～

基盤的施策の推進

15（2001～2003）年度 テーマ「大気中有害

化学物質に関する共同研究」）成果報告、（平成

16～18（2004～2006）年度 テーマ「大気中

粒子状物質に関する総合的研究」）実施

・廃棄物監視担当連絡調整会議の開催、監視指導

担当者による技術研修会、県境検問・パトロー

ルの共同実施

・富山県、長野県を含めた６県で間伐材の利用促

進など間伐対策についての意見交換

+ 伊勢湾の再生

伊勢湾は私たちと深い関わりがあり、かけがえ

のない資源・資産ですが、近年、水環境の悪化、

自然海岸の減少、海生生物の生息の場の減少など、

伊勢湾の環境の悪化が懸念されており、いかに健

全な姿を次世代に継承していくかが課題となって

います。

そのため、平成12（2000）年度に「伊勢湾再

生ビジョン策定調査報告書」を策定し、伊勢湾再

生に向けた取組を推進しています。

平成16（2004）年度には、「伊勢湾再生ビジョ

ン策定調査報告書」に基づき、次の取組を進めま

した。

（主なもの）

・伊勢湾再生に向けて横断的、総合的に取り組む

ため、庁内関係部局で構成する「伊勢湾再生連

絡調整会議」を開催

・専門的知見の蓄積を図るため「伊勢湾学セミナ

ー設置運営懇談会」を開催

・県民の皆さんをはじめとする多様な主体に対

し、啓発と情報の共有化を図るため、「伊勢湾

ニューズレター」を発行

また、県境を越えた広域的な取組として、伊勢

湾総合対策協議会（三重県、岐阜県、愛知県及び

名古屋市）において、三県一市の伊勢湾に関わる

事業の検討、調査や、環境問題についての研究、

情報交換などを行いました。

1－2 公害防止計画
) 公害防止計画の推進

公害防止計画は、環境基本法第17条（平成５

（1993）年11月までは公害対策基本法第19条）の

規定に基づき、公害の防止に係る各種の施策を総

合的に講じて公害の防止を図ることを目的とし、

環境大臣が示す計画策定の基本方針に基づいて関

係都道府県知事が作成するものです。
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本県においては、昭和45（1970）年12月に国

の第一次地域として、四日市市、楠町、朝日町、

川越町の１市３町を計画区域とする四日市地域公

害防止計画が承認されて以来、６期計30年にわた

り計画の策定を行ってきました。

平成13（2001）年度から17（2005）年度まで

を期間とする第７期計画からは、朝日町を除く１

市２町が対象区域となり、その概要は次のとおり

です。

ア 計画地域

四日市市、（旧）楠町、川越町の１市２町の

区域

イ 計画の目標

大気汚染、水質汚濁、土壌の汚染等に係る環

境基準等の達成維持

ウ 計画の主要課題

（ア) 都市地域における大気汚染対策

都市地域におけるベンゼン等に係る大気汚

染の防止を図ります。

（イ) 道路交通公害対策

国道23号等の主要幹線道路沿道における

二酸化窒素及び浮遊粒子状物質等に係る大気

汚染、騒音の防止を図ります。

（ウ) 伊勢湾の水質汚濁対策

伊勢湾のCOD、窒素及び燐に係る水質汚

濁・富栄養化の防止を図ります。

（エ) 廃棄物・リサイクル対策

事業者及び住民等すべての主体の参加によ

る廃棄物・リサイクル対策を推進し、環境へ

の負荷の低減を図ります。

エ 公害防止に係る施策の概要

（ア) 基本的な方向

ａ．計画目標、主要課題の達成のため、事業

活動及び日常生活全般にわたる幅広い施策

の実施

ｂ．国の環境基本計画の長期的な目標の達成

への配慮

・環境への負荷の少ない循環を基調とする

経済社会システムの実現

・人間と多様な自然・生物の共生の確保

・すべての主体の環境保全の行動への参加

・国際的取組

ｃ．関連諸計画と連携した総合的・計画的な

施策の推進

（イ) 主要課題に係る主な施策

ａ．都市地域における大気汚染対策

ベンゼン等（ベンゼン、トリクロロエチ

レン、テトラクロロエチレン及びジクロロ

メタン）対策として、「特定化学物質の環

境への排出量の把握等及び管理の改善の促

進に関する法律」に基づく環境中への排出

量、廃棄物としての移動量の届出、化学物

質管理指針に基づく事業者による自主管理

計画の策定を促していくとともに、引き続

き大気環境測定を実施していきます。

また、硫黄酸化物、窒素酸化物、光化学

オキシダント及び浮遊粒子状物質対策とし

て、大気汚染防止法、県条例及び県上乗せ

条例に基づく規制基準等の遵守の徹底を図

るため、引き続き監視指導を行います。

ｂ．道路交通公害対策

国道23号等の主要幹線道路沿道におけ

る交通公害対策として、自動車排気ガスに

係る施策の推進、低公害車の普及促進等の

発生源対策を実施するとともに、遮音壁の

設置等による道路構造改善対策を実施しま

す。また、交通管制システムやバイパス、

立体交差等の整備による交通円滑化対策を

実施するとともに、引き続き、民家の防音

工事等の沿道環境整備対策や監視体制の整

備に努めます。

ｃ．伊勢湾水質汚濁対策

伊勢湾水質汚濁・富栄養化防止対策とし

て、「化学的酸素要求量、窒素含有量及び

りん含有量に係る総量削減計画」に基づき

規制基準を強化するなど総量規制を引き続

き実施するとともに、窒素・燐の排水基準

の遵守の徹底を図ります。

また、生活排水対策として、下水道、合

併処理浄化槽、農業集落排水施設、コミュ

ニティ・プラント等の施設整備を進めると

ともに、ホームページ「三重の環境」等を

活用して普及啓発を行います。

ｄ．廃棄物・リサイクル対策

廃棄物・リサイクル対策として、三重県

廃棄物総合対策及び三重県廃棄物処理計画

（平成15（2003）年度策定）に基づき、廃

棄物の発生抑制やリサイクルの促進を図る

ほか、ごみ処理施設、廃棄物再生利用施設

等の一般廃棄物処理施設の整備を進めると

ともに、監視指導の強化や公共関与による

産業廃棄物処理事業の推進に努めます。

* 公害防止計画に係る事業実績

ア 汚染負荷量等の概要
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3 
3－1 公害健康被害者に対する補償給付
) 救済対策の推移

三重県における公害健康被害者の発生は、四日

市塩浜地区の石油化学コンビナートが本格的に操

業を始めた昭和35（1960）年頃からみられるよ

うになり、付近の住民の間に気管支ぜん息をはじ

めとする呼吸器系疾患（いわゆる「四日市ぜん息」）

が多発し、大きな社会問題となりました。

こうした事態に対応するため、公害健康被害者

を救済する制度の整備が進められ、昭和40

（1965）年５月には、四日市市単独による公害健

康被害者の医療救済制度（自己負担分を市が負担）

が全国に先駆けて発足しました。

国においても、昭和44（1969）年12月に、「公

害に係る健康被害の救済に関する特別措置法」が

制定され、公害健康被害者として認定された方に

対する医療費、医療手当及び介護手当の支給が行

われるようになり、昭和49（1974）年９月には、

「公害健康被害補償法」が施行され、医療費等に

加え障害補償費や遺族補償費など財産的損失に対

する補償の給付も行われるようになりました。

これらの法制度において、本県では、四日市市

の臨海部から中心部にかけての市街地と旧楠町全

域が指定地域として定められ、同地域に一定期間

以上居住又は通勤して健康に被害を受けた方が公

害健康被害者として認定されました。

その後、大気環境の改善の状況を踏まえ、昭和

62（1987）年９月に「公害健康被害補償法」は、

「公害健康被害の補償等に関する法律」に改正さ

れました。この改正により、昭和63（1988）年

３月に全ての指定地域が解除され、新たな公害健

康被害者の認定は行われなくなりましたが、既に

認定を受けた公害健康被害者やその遺族について

は、従来どおり認定の更新や補償給付が行われて

います。

* 被認定者数及び補償給付の支給状況

四日市市における被認定者数の推移、年齢階層

別・疾病別の被認定者数については次の表の示す

とおりです。

健康被害の救済・予防

表５ １ ３ 被認定者数の推移 （単位：人） 

年度 
年度末被認定者数 

四日市市 楠 町  

表５ １ ４ 年齢階層別被認定者数（平成17年３月31日現在） 

（単位：人） 

四日市市 
年齢 

男 女 計 

0～14

15～24

計 

25～39

40～59

60～64

65～ 

10

79

37

19

98

243

3

－ － 

55

47

32

143

280

13

－ 

134

84

51

241

523

表５ １ ５ 疾病別被認定者数（平成17年３月31日現在） 

（単位：人） 

疾 病 名 
男 女 計 

慢性気管支炎 

気 管 支 喘 息  

喘息性気管支炎 

肺 気 腫   

計 

44

199

－ 

0

243

83

197

－ 

0

280

127

396

－ 

0

523

四日市市 

H15 501 49

H16 523 － 

H14

574

553

532

515

56

53

51

49

H11

H12

H13

※楠町は平成17年２月７日付で四日市市に編入合併 
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